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2015 年 6 月 30 日 

立教学院財務部 

立教学院 2014 年度決算について（説明資料） 

 

＜本資料の目的＞ 

 立教学院は、2015 年 5 月 22 日の理事会において 2014 年度決算が承認されたことを受け、ホ

ームページにおいて各種決算資料を公表しました1。財務部では、これらの決算資料の内容を解説

し、本学院の財政状況を分かりやすく示すことを目的として本資料（説明資料）を作成しました。

決算資料と併せてご覧いただくことで、より多くの方々に本学院の財政状況をご理解いただきた

いと考えています。 

 

１．貸借対照表からみた財務状況 

 学校法人会計基準が示す様式2にもとづく貸借対照

表では、貸方（表の右側）は負債の部、基本金の部、

消費収支差額の部の三つで構成されています。この貸

方は資産の調達元を示すものであり、調達元という観

点で分類をすれば、外部資金としての負債の部、自己

資金としての基本金の部と消費収支差額の部との二つ

に分けることができます。そこで、貸借対照表の貸方

の基本金の部と消費収支差額の部を「自己資金の部」として整理し、さらに科目ごとの構成比を

加えたものが表１となります。本資料では、整理を行ったこの貸借対照表を使用します。 

 

■資産の部 ～高い比重の固定資産と運転資金としての流動資産～ 

 本学院の保有する資産の 96.0%は、固定資産です。そのうち、有形固定資産が約 687 億円で資

産全体の 61.9%を占めています。これらの多くは、教育研究活動に要する教室や研究室などの各

種施設であり、学校法人の資産保有の特徴を示しています。その他の固定資産は約 378 億円で、

その多くは特定目的引当資産（約 286 億円、資産全体の 25.8%）です。これは、教育研究活動な

どにおける様々な目的に充てるための資産であり、それらの目的別に保有しています。 

 流動資産は約 45 億円であり、資産全体の 4.0%となります。この流動資産は、日常的な事業活

動の運営に必要となる運転資金として活用されます。 

 

■負債の部および自己資金の部 ～自己資金が資産調達元の多くを占める～ 

 資産の調達元の一つである負債は、約 342 億円で資産調達元全体の 30.8%です。学外への返済

を伴う外部負債は、長期・短期借入金と、決算時期における支払時期のズレによって生じる未払

金となります。このうち、利子が発生して財政にマイナスの影響を与えるいわゆる有利子負債は

借入金のみで、調達元全体の 12.8%です。その他のものは内部負債であり、学外への返済が生じ

ない負債です。 

 一方、内部留保としての自己資金は約 768 億円で、調達元全体の 69.2%を占めています。消費

                                                   
1 URL：http://www.rikkyogakuin.jp/profile/finance/ 
2 学校法人会計基準 第 6 号様式 
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収支差額はマイナスですが、基本金が約 972 億円であるため全体として自己資金がプラスとなっ

ています。 

 

 

 

 

2014年度末 構成比 2014年度末 構成比

固 定 資 産 106,502,729,639 96.0 固 定 負 債 24,889,028,323 22.5

　有形固定資産 68,700,603,055 61.9 　　長期借入金 10,162,988,403 9.2

　　土　地 5,504,809,633 5.0 　　退職給与引当金 8,328,799,581 7.5

　　建　物 47,711,187,397 43.0 　　年金引当金 6,397,240,339 5.8

　　構築物 3,128,414,717 2.8 流 動 負 債 9,262,108,334 8.3

　　教育研究用機器備品 2,419,053,614 2.2 　　短期借入金 4,042,426,348 3.6

　　その他の機器備品 52,057,222 0.0 　　学校債 700,000 0.0

　　図　 書 9,795,727,047 8.8 　　未払金 311,602,105 0.3

　　車　 輌 2,539,399 0.0 　　前受金 4,550,372,700 4.1

　　建設仮勘定 79,254,331 0.1 　　預り金 357,007,181 0.3

　　船舶・舟艇 7,559,695 0.0 34,151,136,657 30.8

　その他の固定資産 37,802,126,584 34.1 基本金 97,195,225,800 69.2

　　電話加入権 12,535,826 0.0 　第1号基本金 92,206,913,286 83.1

　　施設利用権 11,471,084 0.0 　第3号基本金 2,618,525,515 2.4

　　有価証券 15,000,000 0.0 　第4号基本金 2,369,786,999 2.1

　　収益事業元入金 15,000,000 0.0 消費収支差額 △ 20,376,051,229 △ 18.4

　　長期貸付金 88,583,940 0.1 　翌年度繰越消費収支超過額 △ 20,376,051,229 △ 18.4

　　年金引当特定資産 6,397,240,339 5.8 76,819,174,571 69.2

　　特定目的引当資産 28,625,200,357 25.8

　　第3号基本金引当資産 2,618,525,515 2.4

　　長期前払金 78,750 0.0

　　商標権 212,430 0.0

　　意匠権 586,388 0.0

　　特許権 14,427,135 0.0

　　出資金 200,000 0.0

　　敷　 金 3,064,820 0.0

流 動 資 産 4,467,581,589 4.0

　　現金預金 3,783,014,730 3.4

　　未収入金 617,240,897 0.6

　　短期貸付金 11,786,620 0.0

　　前払金 22,877,669 0.0

　　立替金 1,530,154 0.0

　　仮払金 31,131,519 0.0

110,970,311,228 100.0 110,970,311,228 100.0

※　自己資金＝基本金＋消費収支差額

負債の部合計

資産の部合計 負債および自己資金の部合計

自己資金の部合計

表１　貸借対照表と構成比

（単位：円，％）

資産の部 負債および自己資金の部※

科目 科目
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金融資産※ 32,423,215,087

総負債 34,151,136,657

差額（金融資産－総負債） △ 1,727,921,570

倍率（金融資産／総負債） 0.9

※金融資産＝現金預金＋特定目的引当資産＋有価証券

表２　金融資産と総負債による分析

（単位：円，倍）

■全体から見た財務状況 ～概ね良好な財務状況～ 

＜資産の保有状況＞ 

 有形固定資産では建物や図書が、またその他の固定資産では特定目的引当資産が高い構成比と

なっています。このような資産保有状況は、教育研究活動のインフラの提供という点からすれば、

学校法人として適切な状態であると考えます。 

＜資産の調達状況＞ 

 資産の調達元については、負債の割合は資産調達元全体の 30.8%と低く、十分な自己資金にお

いて調達されています。負債についても、借入金は約 142 億円あるものの、調達元全体において

は 12.8%であり、財務状況を圧迫する水準ではないといえます。その他の負債についても、未払

金以外は内部の負債であり、財務状況を悪化させるものではありません。 

＜総合所見＞ 

 総資産よりも総負債が超過し、自己資金が欠損

した状態が債務超過ですが、本学院では総資産（約

1,110 億円）が総負債（約 342 億円）を大きく上回

っており、財政的に健全であるといえます。 

 次に、金融資産と総負債を比較することで、債

務不履行の可能性を検討します。表２から分かる

ように、負債をほぼ全額返済できる金融資産を有

し、倍率としては 0.9 倍であるため、債務不履行の

可能性は低い財務状況といえます。 

 全体として資産総額は約 1,110 億円となり、2013 年度末から約 8 億円減少しました。有形固定

資産のうち、土地は近隣土地の購入により増加し、建物は立教新座中学校・高等学校旧校舎の取

り壊しや減価償却の進行により減少しています。固定負債は借入金の減少などにより、約 38 億円

円減少しています。自己資金は約 768 億円を確保しており、財務状況は概ね良好であるといえま

す。 

 

２．消費収支計算書からみた収支状況 

学校法人会計基準が示す様式3にもとづく消費収支計算書では、「消費収支差額」という金額が収

支の結果として記載されています。しかし、本資料では消費収支計算書を分析するにあたって、

同計算書には記載されていない「帰属収支差額」を主に使用します。それではまず、消費収支計

算書を理解する上で重要となる用語を説明します。 

 

帰 属 収 入 ： 当該会計年度の収入のうち、他の資産の減少や負債の増加を伴わない収入。 

消 費 支 出 ： 当該会計年度の支出のうち、他の資産の増加や負債の減少を伴わない支出。 

基本金組入額： 帰属収入から差し引き、基本金として組み入れる額。 

帰属収支差額： 帰属収入から消費支出を差し引いた額。帰属収入に対するこの差額の比率を、

「帰属収支差額比率」という。 

これらを図式化してあらわすと、図２・３のようになります。 

 

                                                   
3 学校法人会計基準 第 4 号様式 
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 消費収支差額は、自己資金となる基本金の組入額を差し引いた「消費収入」を使用しているた

め、採算を示す数字にはなりません。むしろ、内部留保に回す基本金組入額を差し引く前の帰属

収入を使用した「帰属収支差額」の方が、採算を判定するには重要な金額となります。そこで本

資料では、帰属収入が中心となるように整理した消費収支計算書（表３）を使用して、本学院の

収支状況を明らかにしたいと思います。 

 

 

当該会計年度
の収入

資産の減少や負債
の増加を伴う収入

帰属収入

当該会計年度
の支出

資産の増加や負債
の減少を伴う支出

消費支出消費収入

基本金組入額

＜収入＞ ＜支出＞

（借入金，前受金など） （借入金返済，預り金など）

図２ 帰属収入と消費支出

帰属収入 消費支出 帰属収入 消費支出

帰属収支差額

帰属収支差額

当該年度の帰属収入で，消費支出
をまかなえている

（決算資料ではプラス表示）

（決算資料ではマイナス表示）

当該年度の帰属収入で，消費支出
をまかなえていない

望ましい状況 望ましくない状況

図３ 帰属収支差額
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2014年度 構成比 2014年度 構成比

学生生徒等納付金 25,188,121,732 75.8 人件費 17,812,695,196 54.9

　授業料 17,578,789,700 53.0 　教員人件費 11,304,574,733 34.8

　入学金 1,895,825,000 5.7 　職員人件費 5,705,118,233 17.6

　実験実習料 165,458,334 0.5 　役員報酬 86,695,011 0.3

　教育充実費 4,202,416,500 12.6 　退職給与引当金繰入額 28,807,735 0.1

　維持資金 870,565,200 2.6 　退職金 687,499,484 2.1

　その他の納付金 475,066,998 1.4 教育研究経費 12,575,080,183 38.8

手数料 2,097,402,950 6.3 　減価償却費 3,197,179,393 9.9

　入学検定料 2,064,275,000 6.3 　その他の教育研究経費※1 9,377,900,790 28.9

　試験料 8,560,000 0.0 管理経費 1,708,299,674 5.3

　証明手数料 14,835,280 0.0 　減価償却費 148,552,662 0.5

　その他の手数料 9,732,670 0.0 　その他の管理経費※2 1,559,747,012 4.8

寄付金 1,102,996,810 3.3 借入金等利息 194,666,215 0.6

　特別寄付金 761,739,297 2.3 資産処分差額 120,879,612 0.4

　一般寄付金 266,953,782 0.8 徴収不能引当金繰入額等 2,976,344 0.0

　現物寄付金 74,303,731 0.2 32,414,597,224 100.0

補助金 3,235,303,836 9.7

　国庫補助金 2,673,925,212 8.0

　地方公共団体補助金 536,150,224 1.6

　東京都私学財団補助金 24,728,400 0.1

　 日本私立学校振興・共済事業団学術研究振興資金収入 500,000 0.0

資産運用収入 364,226,141 1.1

　奨学基金運用収入 30,515,108 0.1

　受取利息・配当金 311,613,143 0.9

　施設設備利用料 22,097,890 0.1

資産売却差額 336,364,561 1.0

　不動産売却差額 334,980,996 1.0

　特定目的引当資産売却差額 1,383,565 0.0

事業収入 232,947,953 0.7

　附属事業収入 60,937,569 0.2

　受託事業収入 71,244,884 0.2

　公開講座収入 765,500 0.0

　収益事業収入 100,000,000 0.3

雑収入 675,507,338 2.1

　入試要項頒布料 18,529,138 0.1

　私立大学退職金財団交付金 442,492,300 1.3

　東京都私学財団交付金 53,365,883 0.2

　埼玉県私学振興財団交付金収入 9,414,994 0.0

　損害保険金 2,960,097 0.0

　研究関連収入 87,006,353 0.3

　雑収入 61,738,573 0.2

33,232,871,321 100.0 当年度帰属収支差額 818,274,097 2.5

※1　教育研究経費のうち，減価償却額を除いた科目の合計金額 当年度資金余裕額※4 4,164,006,152 12.5

※2　管理経費のうち，減価償却額を除いた科目の合計金額 当年度基本金組入額 △ 3,794,842,027 △ 11.4

※3　構成比は帰属収入に対する割合 当年度消費収支差額 △ 2,976,567,930 △ 9.0

※4　資金余裕額＝帰属収支差額＋減価償却額

消費支出の部合計

帰属収支差額その他の部※3

帰属収入の部合計

表３　消費収支計算書と構成比

（単位：円，％）

帰属収入の部 消費支出の部

科目 科目
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■帰属収入の部 ～主な収入源は学納金～ 

 総額約 332 億円のうち、授業料などで構成される学生生徒等納付金が約 252 億円で、帰属収入

全体の 75.8%を占めています。以下、国や地方自治体からの補助金が約 32 億円（同 9.7%）、入学

検定料などの手数料が約 21 億円（同 6.3%）、寄付金が約 11 億円(3.3％)と続いています。その他

の科目については、帰属収入全体に占める割合は 1%～2%程度であり、本学院の主な収入源は学

生生徒等納付金であることが分かります。 

 

■消費支出の部 ～主な支出は人的資源および教育研究活動に係る経費～ 

 教育研究を主たる活動としている学校法人では、それらの活動を実施、あるいは支える「人」

（教職員）が重要な資源となります。よって、企業などとは異なり、支出総額に対する人件費の

割合が高いのが特徴です。本学院の場合でも約 178 億円と、消費支出全体の 54.9%を占めていま

す。次いで割合が高いのは教育研究経費で、約 126 億円（同 38.8%）です。主たる活動である教

育研究経費に支出を多く充当することは、当該学校法人の教育研究活動の充実につながります。 

 

■全体から見た収支状況 ～資金余裕額の確保～ 

 消費収支計算書から読み取ることができるのは、当該学校法人の収支状況、つまり採算です。

表３の「帰属収支差額その他の部」に記載されているとおり、採算を示す本学院の帰属収支差額

は約 8 億円、帰属収支差額比率は 2.5%となっています。 

 帰属収支差額に減価償却額を加えた「資金余裕額」は、当該年度において資産の取得や負債の

返済に使用することができる資金です。2014 年度は約 42 億円で、帰属収入に占める割合は 12.5%

でした。この金額が多いということは、資産取得や負債返済など、財務状況に良い影響を与える

結果をもたらすということになります。減価償却の対象となる固定資産は、資産計上をした際に

現金支出を行っているため、その後、毎年消費支出において減価償却額として計上されても、実

際の現金支出が発生しているわけではありません。そのため、減価償却額は「資金が減らない支

出」となり、その分が余裕資金となるのです。 
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３．資金収支計算書からみたキャッシュフロー 

学校法人会計基準が示す様式4にもとづく資金収支計算書は、収入科目と支出科目が並列されて

いるだけですが、本資料では、これらの諸科目を組み替えることで数字に意味をもたせ、その上

で本学院のキャッシュフローを分析します。 

 

 

                                                   
4 学校法人会計基準 第 1 号様式 

金額

1．収入の調整関連の部

1．帰属収入関連収入 　前受金収入 4,550,372,700

　学生生徒等納付金収入 25,188,121,732 　前期末未収入金収入 817,306,399

　手数料収入 2,097,402,950 　資金収入調整勘定 △ 5,301,605,490

　寄付金収入 1,028,693,079 　　 期末未収入金 △ 615,358,582

　補助金収入 3,235,303,836 　　 前期末前受金 △ 4,686,246,908

　資産運用収入 364,226,141 　収入についての調整額（I） 66,073,609

　事業収入 232,947,953 2．支出の調整項目

　雑収入 668,418,338 　前期末未払金支払支出 546,799,185

　帰属収入関連収入合計（A） 32,815,114,029 　前払金支払支出 22,956,419

2．消費支出関連支出 　資金支出調整勘定 △ 346,017,000

　人件費支出 17,881,484,560 　　 期末未払金 △ 311,602,105

　教育研究経費支出 9,355,646,296 　　 前期末前払金 △ 34,414,895

　管理経費支出 1,554,340,283 　支出についての調整額（J） 223,738,604

　借入金等利息支出 194,666,215 資金収支調整関連の部　収支差額［I-J］=（K） △ 157,664,995

　消費支出関連支出合計（B） 28,986,137,354

消費収支関連の部合計［A-B］=（C） 3,828,976,675 当期支払資金増減額［H+K=N-M］=（L） △ 238,878,684

前年度繰越支払資金（M） 4,021,893,414

次年度繰越支払資金（N） 3,783,014,730

1．借入金の増減による収支

　借入金等収入 0

　借入金等返済支出 △ 1,508,721,850

　借入金の増減による収支（D） △ 1,508,721,850

2．施設・設備の支出額

　施設関係支出 2,442,732,232

　設備関係支出 529,470,946

　施設・設備の支出額（E） 2,972,203,178

3．財産の変動による収支

　資産売却収入 365,242,061

　資産運用支出 △ 1,806,325,715

　特定目的引当資産からの繰入収入 1,983,734,165

　財産の変動によるその他の収入※1 37,108,723

　財産の変動によるその他の支出※2 △ 9,024,570

　財産の変動による収支（F） 570,734,664

財務的収支の部　収支差額［D-E+F］=（G） △ 3,910,190,364

上記全体の収支差額［C+G］=（H） △ 81,213,689

※1　財産の変動によるその他の収入＝その他の収入－特定目的引当資産からの繰入収入－前期末未収入金収入

※2　財産の変動によるその他の支出＝その他の支出－前期末未払金支払支出－前払金支払支出

表４　組み替え後の資金収支計算書

（単位：円）

科目 資金収支調整関連の部

消費収支関連の部

財務的収支の部
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■消費収支関連の部 ～“本業”においてキャッシュフローベースの採算確保～ 

 その名のとおり、消費収支計算書にも記載されている収入・支出科目を集めた部分です。ここ

では、教育研究活動といったいわゆる“学校法人の本業”における資金収入・支出でどのくらい

キャッシュフローベースでの採算が確保できたかを読み取ることができます。本学院の場合は、

約 38 億円の収入超過となっており、“本業”においてキャッシュフローベースの採算が確保でき

ていることが分かります。 

 

■財務的収支の部 ～施設整備による支出により、キャッシュフローベースではマイナス～ 

 教育研究活動以外での収支、つまり財産の変動や資金繰りなどに関わる財務的活動による収

入・支出科目を集めた部分です。 

 借入金の増減については、借入金の返済により約 15 億円の減少となりました。財産の変動につ

いては、特定目的引当資産からの繰入収入で約 20 億円が増加しましたが、資産運用支出が約 18

億円あったため、結果としては約 6 億円の増加となりました。施設・設備の支出額は、施設およ

び設備の整備による約 30 億円であり、最終的には約 39 億円というマイナスのキャッシュフロー

となりました。 

 

■資金収支調整関連の部 ～決算時期による収支のズレを調整、結果はプラス～ 

 資金収支計算書は、当該年度に実際に出入りのあった支払資金（＝現金、キャッシュ）の動き

を示すとともに、当該年度に実際の出入りはないものの、当該年度の活動に関する収入・支出5を

記載するという二つの目的をもった計算書です。資金収支調整勘定は、これらの“ズレを調整”

するための科目です。表４の「資金収支調整関連の部」は、これらの科目を集めた部分です。 

 収入についての調整額は、トータルで約 7,000 万円のプラスとなりました。図４のとおり、実

際の流入があった収入（＋）が、“実際のキャッシュの流入がない収入（－）”を上回ったため、

結果として実際の資金の出入りであるキャッシュフローベースではプラスとなりました。 

 

                                                   
5 例えば、当該年度の授業料を前年度に徴収した場合、当該年度に係る経費を翌年度に支払う場合など

が挙げられます。 
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 支出についての調整額は、トータルで約 2 億円のマイナスとなりました。図５のとおり、実際

の流出があった支出（－）が、“実際のキャッシュの流出がない支出（＋）”を上回り、結果とし

て、実際の資金の出入りであるキャッシュフローベースではマイナスとなりました。 

 

 

 これらの結果を総合すると、資金収支調整関連の部全体では約 1 億 6,000 万円の減少となり、

キャッシュフローはマイナスとなりました。              

 

■全体から見たキャッシュフロー ～“本業”ではプラスのキャッシュフローを確保～ 

 消費収支関連の部の合計（C）と財務的収支の部収支差額（G）を合わせた収支差額（H）をみ

ると、約 8,000 万円の減少となっています。本業での支払資金の増加があったものの、設備投資

などにより支払資金（＝現金、キャッシュ）が減少したことがわかります。また、資金収支調整

関連の部でもマイナスの結果となり、収入・支出の時期によるズレがキャッシュフローをマイナ

スに導いた要因となっています。 

 

 

４．財政状況の概況 

 これまで、貸借対照表・消費収支計算書・資金収支計算書の三つの 2014 年度決算資料を解説

してきました。最後に、これまでの内容も踏まえ、かつ財務比率も使用しながら本学院の財政状

況を分析します。具体的には、収益性・健全性・流動性の三つの切り口から、財政状況を全般的

に説明します。（財務比率については、表５を参照） 

 

＜収益性＞ 学校法人の収益性を示す財務比率は、帰属収支差額比率です。2014 年度の同比率は

2.5%となり、収益性は確保できているといえます。教育研究を提供する重要な資源に対する支出

をみる人件費比率は 53.6%、教育研究経費は 37.8%となっています。これにより、教育研究活動

などの資源・事業へ十分な投資をしていることが分かります。さらに施設・設備への投資も進ん

でおり、本学院の収益性は概ね良好であるといえます。 
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比率名 算式

帰属収入－消費支出

帰属収入

消費支出

消費収入

学生生徒等納付金

帰属収入

人件費

帰属収入

教育研究経費

帰属収入

管理経費

帰属収入

流動資産

流動負債

流動資産

流動負債－前受金

総負債

総資産

総負債

自己資金※1

総負債－前受金

総資産

自己資金

総資金※2

基本金

基本金要組入額

※1　自己資金＝基本金＋消費収支差額

※2　総資金＝負債＋基本金＋消費収支差額

表５　主な財務比率

総負債比率 30.8

流動率 94.8

消費収支比率

学生生徒等納付金比率

帰属収支差額比率

（単位：％）

2.5

流動比率 48.2

2014年度

教育研究経費比率 37.8

75.8

人件費比率 53.6

110.1

基本金比率 87.3

自己資金構成比率 69.2

管理経費比率 5.1

負債率 26.7

負債比率 44.5

 

＜健全性＞ 

 健全性を図る指標の一つは、負債に関する財務

比率です。総負債比率は 30.8%、負債比率は 44.5%、

負債率は 26.7%であり、いずれも財務状況を著し

く圧迫する水準ではないといえます。また、表２

で示したように、負債をほぼ全額返済できる金融

資産を有しており、債務不履行の可能性は低い財

務状況といえます。 

 自己資金構成比率は 69.2%と高水準であり、内

部留保は十分な厚みを持っていることが分かりま

す。これらを踏まえると、自己資金にもとづく財

務の健全性は確保できているといえます。 

 

＜流動性＞ 

 流動性は、“短期の支払能力”と言い換えること

ができます。流動比率は 48.2%であり、一時的に

負債にあがっている前受金を除いた流動率では、

94.8%となっております。流動性も概ね確保して

いるといえます。 

 

 

 

 

＜おわりに＞ 

18 歳人口が減少し、昨今の経済状況が厳しさを増す一方で、グローバル人材の育成や地域貢献

事業など、社会から私たちに寄せられる期待はますます大きくなっています。その使命を果たす

取組みをより充実させるとともに、持続的な発展を支える財政基盤を強化して、学院全体の発展

を目指したいと思います。 


